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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第29期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第28期中 第29期中 第30期中 第28期 第29期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （千円） 7,874,852 8,406,438 8,986,976 16,377,176 17,594,594 

経常損益 （千円） △242,030 339,809 417,630 129,754 930,494 

中間（当期）純損益 （千円） △382,596 182,582 243,426 353,965 506,577 

純資産額 （千円） 2,705,627 3,602,927 3,967,985 3,506,891 3,903,196 

総資産額 （千円） 9,201,593 9,230,345 9,631,374 10,067,278 9,462,153 

１株当たり純資産額 （円） 217.01 289.61 315.22 281.72 313.89 

１株当たり中間（当期）

純損益金額 
（円） △30.67 14.67 19.58 28.40 40.72 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 29.4 39.0 40.7 34.8 41.3 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △56,927 368,069 324,976 735,375 1,103,999 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 62,426 △139,716 △152,517 680,789 △158,442 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △130,331 △1,018,917 △436,683 △374,995 △1,580,068 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（千円） 2,118,904 2,494,342 2,810,889 3,284,906 2,650,395 

従業員数 (人) 1,326 1,314 1,417 1,282 1,283 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．中間連結財務諸表を作成しているため、１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純損益金額及び潜在

株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は記載しておりません。 

回次 第28期中 第29期中 第30期中 第28期 第29期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （千円） 7,596,951 8,017,248 7,711,604 15,693,467 16,710,531 

経常損益 （千円） △124,805 348,403 423,711 191,390 890,515 

中間（当期）純損益 （千円） △480,039 183,569 246,242 225,553 487,808 

資本金 （千円） 1,180,897 1,180,897 1,180,897 1,180,897 1,180,897 

発行済株式総数 （株） 13,034,660 13,034,660 13,034,660 13,034,660 13,034,660 

純資産額 （千円） 2,728,088 3,595,404 3,849,789 3,498,382 3,832,999 

総資産額 （千円） 8,683,458 8,862,537 8,532,264 9,593,654 8,920,317 

１株当たり配当額 （円） － － － － 10.00 

自己資本比率 （％） 31.4 40.6 45.1 36.5 43.0 

従業員数 （人） 1,247 1,227 1,172 1,196 1,161 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業区分別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者は除き、グループ外からの出向者を含

む。）であります。また、休職者、契約社員は含まれておりません。 

２．従業員数が前連結会計年度末に比べ134名増加しましたのは、主に当社の連結子会社であるアイ・ティ・ジ

ャパン株式会社と持分法適用関連会社であるときわ情報株式会社との合併によるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。ま

た、休職者、契約社員は含まれておりません。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好に推移しております。 

平成19年９月30日現在

事業区分の名称 従業員数（人） 

情報サービス 1,297   

管理部門 120   

合計 1,417   

平成19年９月30日現在

従業員数（人） 1,172 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国経済減速の影響による輸出の伸び鈍化や個人消費の伸び悩みを反

映して、戦後最長を更新し続けてきた景気回復のテンポが緩やかとなりましたが、企業の業績は好調を維持し、投資

意欲も旺盛なことから、民間設備投資は依然として拡大基調を持続してまいりました。 

 当社グループが所属する情報サービス業界におきましても、顧客企業における収益の高まりを背景に情報投資意欲

は引き続き強く、市場は製造業から通信、流通、サービス、金融業まで、ほぼ全業種にわたって幅広く引き合いが寄

せられました。これに対し、情報サービス事業者の間では、ここ数年の技術要員の不足が一段と進み、海外企業へ委

託する業務も増加したものと見られます。ただ、市場の一部には景気の先行きに対する慎重な見方から投資案件や契

約内容をより慎重に検討する動きも見られました。 

 このような状況のもと、当社グループは多様な顧客ニーズに対応するため、「先進と信頼のソリューション」を掲

げ高い品質の情報サービスをお届けできる事業体制づくりを目指してまいりました。期初段階においてグループ内の

事業体制を再編拡充し受注体制を強化するとともに、要員の教育・研修体制の充実を図りました。また、システム開

発、保守、運用の各事業においてリスク極小化を図る受注管理、品質管理に徹し、トラブルのない業務推進に努めて

まいりました。 

 具体的には、当社の地域拠点事業部門の一部を本年３月31日付で連結子会社、アイ・ティ・ジャパン株式会社に吸

収分割するなど再編するとともに、本年４月１日付で同子会社と持分法適用関連会社、ときわ情報株式会社の合併に

より「株式会社アイエックスときわテクノロジー」を発足させました。また、子会社、アイケーネット株式会社の体

制を強化し、グループ全体として受注体制の拡充を図りました。さらに、本年４月を期して当社の教育研修部門を子

会社、株式会社ＩＫＩアットラーニングに移管しグループ内の社員研修教育を推進してまいりました。 

 このような中で、当中間連結会計期間は、金融・証券や情報・通信、また製造業、サービス産業など当社グループ

の基幹市場における顧客の情報システム投資に対する姿勢は活発で、受注環境は総じて順調に推移いたしました。 

 この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高が前年同期比6.9％増の8,986百万円と増加しました。また、利益

面では、受注案件の利益率好転や要員稼働率の向上などにより、経常利益が前年同期比22.9％増の417百万円、中間

純利益も33.3％増の243百万円を計上いたしました。売上高の増加は、連結子会社と合併した旧ときわ情報株式会社

の売り上げ寄与と、アイケーネット株式会社の業容拡大に伴い当中間連結会計期間より連結子会社に組み入れたこと

などに伴うものです。  

 当中間連結会計期間の品目別の状況は次のとおりであります。 

 コンサルティング及びシステム・インテグレーション・サービス業務においては、金融・証券や情報・通信などの

分野の活発な引き合いに対応して順調な稼働状況が続きました。コンサルティングでは、都市ガスにおける内部統制

関連のシステム開発や鉄道券売機のシステム品質に関するコンサルティング業務を新規に受注しました。 

 また、システム開発・保守業務におきましては、証券会社のフロントシステムや自動車のカーナビゲーション組み

込みシステムの開発業務を新規に受注したほか、大手通信企業における課金システム構築やシステム受入試験、さら

に地方金融機関における共同システムセンター構築、商社系の物流管理システム開発などの業務引き合い増にも対応

してまいりました。 

 この結果、コンサルティング及びシステム・インテグレーション・サービス業務の売上高は、前年同期比6.8％増

の7,223百万円となりました。 

 システムマネージメントサービス業務も、順調な引き合いをいただき、オープン系のシステム運用業務を中心に繁

忙な状況が続きました。大手商社系のシステム運用や生命保険会社のシステムの保守・運用業務を受注、また、公共

機関のシステム運用や情報系企業のインターネットデータセンターなどの業務が継続いたしました。この結果、シス

テムマネージメントサービスの売上高は、前年同期比7.8％増の1,747百万円となりました。 

 商品販売（ソフトウェア・プロダクト、コンピュータ及び関連機器消耗品の販売）の売上高は16百万円となりまし

た。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末に比べ160百万

円（6.1％）増加し、当中間連結会計期間末には2,810百万円となりました。  

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 



（連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物の増加額） 

当中間連結会計期間において連結子会社の合併等により、424百万円の現金及び現金同等物が増加しておりま

す。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は324百万円（対前年同期比11.7％減）となりました。 

 これは主に売上債権の減少額685百万円及び法人税等の支払額337百万円等を反映したものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は152百万円（対前年同期比9.2％増）となりました。 

 これは主に有価証券の取得額101百万円及び固定資産の取得額56百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は436百万円（対前年同期比57.1％減）となりました。 

 これは短期借入金の純増額230百万円及び長期借入金100百万円の調達に対し、長期借入金の返済額309百万

円、社債の償還額330百万円、配当金の支払額123百万円を反映したものであります。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．本表の記載金額につきましては、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 （注）本表の記載金額につきましては、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

品目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

コンサルティング及びシステム・イ

ンテグレーション・サービス 

（千円） 

7,528,815 107.8 

システムマネージメントサービス 

（千円） 
1,762,565 107.0 

合計（千円） 9,291,381 107.6 

品目 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

コンサルティング及びシステム・ 

インテグレーション・サービス 
7,896,848 117.2 3,901,644 106.7 

システムマネージメントサービス 1,631,455 102.9 1,182,896 98.6 

合計 9,528,303 114.4 5,084,540 104.7 

品目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

コンサルティング及びシステム・イ

ンテグレーション・サービス 

（千円） 

7,223,513 106.8 

システムマネージメントサービス 

（千円） 
1,747,073 107.8 

商品（千円） 16,389 77.3 

合計（千円） 8,986,976 106.9 



 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は次のとおりであります。 

２．本表の記載金額につきましては、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループ(当社及び連結子会社)の研究開発活動は、当社事業統括本部特販事業室研究開発グループを中心に各

事業部と共同で実施しております。その目的は、当社事業への付加価値性・差別的優位性の賦与を基軸とし、今後の

当社事業の中心となる製品・サービスを開発することにあります。当中間連結会計期間における研究成果および研究

中のテーマは次のとおりであり、研究開発費の総額は、23,759千円となっております。 

（１）自社共通フレームワーク研究開発 

当社Webシステム開発におけるサービスレベル高度化のため、将来性が高いと思われるフレームワークを調

査し、当該フレームワーク上に共通ガイドラインと開発ツールを作成することで、当社独自の開発プロセスの

枠組みを構築する予定になっております。そして、短期間・高品質のシステム開発を可能とするべく汎用プロ

グラム部品を開発中です。 

（２）情報セキュリティ新支援サービス開発（産学連携） 

研究開発の高度化のため自前主義にこだわらず外部資源を有効に活用した、産学連携を積極的に推進してお

ります。当期も引き続き慶應義塾大学とセキュリティ関連テーマで共同研究開発を進めております。具体的に

は、Webサイトを狙った攻撃として急増するSQLインジェクションに対抗するWebアプリケーションの脆弱性を

検出する独自の基礎技術を開発しました。Webアプリケーションの調査に適用可能か検討しています。 

（３）情報フィルタリングサービス開発 

ブログやWebのニュースなど最新情報を興味あるデータだけにフィルタリングして配信するサービスサイト

（RSS Dripperα版）を2007年3月に公開しており、この技術を利用した携帯電話向けサービスを検討していま

す。 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額 (千円) 割合（％） 金額 (千円) 割合（％） 

株式会社 エヌ・ティ・ティ・デ

ータ 
－ － 1,111,172 12.4 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

(注)当社は、平成19年９月30日現在自己株式を608千株保有しておりますが、上記大株主の状況から除外しております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月25日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 13,034,660 同左 ジャスダック証券取引所 

権利内容に何ら
限定のない当社
における標準と
なる株式 

計 13,034,660 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日 

－ 13,034,660 － 1,180,897 － 295,224 

平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

安藤 多喜夫 神奈川県横浜市中区 1,372 10.53 

安藤 文男 神奈川県横浜市中区 914 7.01 

ＩＫＩ持株会 東京都港区海岸３丁目22-23 912 7.00 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目7-1 389 2.99 

株式会社安藤情報技術研究所 東京都中央区銀座４丁目14-15-502 377 2.89 

竹田 和平 愛知県名古屋市天白区 220 1.69 

春日 正好 神奈川県川崎市麻生区 203 1.56 

有限会社エム・ビ・エス 東京都世田谷区南烏山５丁目22-2 200 1.53 

三井倉庫株式会社 東京都港区海岸３丁目22-23 200 1.53 

山本 昇 神奈川県横浜市都筑区 172 1.32 

計 － 4,959 38.05 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 608,000 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,955,000 11,955 同上 

単元未満株式 普通株式 471,660 － 同上 

発行済株式総数 13,034,660 － － 

総株主の議決権 － 11,955 － 

平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

アイエックス・ナレッジ

株式会社 

東京都港区海岸三丁

目22番23号 
608,000 － 608,000 4.66 

計 － 608,000 － 608,000 4.66 

月別 平成19年４月 平成19年５月 平成19年６月 平成19年７月 平成19年８月 平成19年９月 

最高（円） 427 415 416 438 393 359 

最低（円） 375 377 375 380 331 325 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表

について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     2,594,342     2,916,889     2,750,395  

２．受取手形及び売掛金     2,673,331     2,651,500     3,142,098  

３．たな卸資産     557,229     587,757     211,037  

４．繰延税金資産     393,170     513,815     422,862  

５．その他     252,539     200,915     185,749  

貸倒引当金     △19,190     △18,253     △21,990  

流動資産合計     6,451,423 69.9   6,852,625 71.1   6,690,152 70.7 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物及び構築物   168,089     170,710     162,283    

(2）器具備品及び車両

運搬具 
  64,457     58,785     59,014    

(3）土地   147,952     137,132     122,952    

(4）建設仮勘定   － 380,499 4.1 41,423 408,051 4.2 － 344,249 3.6 

２．無形固定資産                    

(1）のれん   －     41,636     －    

(2）ソフトウェア   99,305     52,916     82,073    

(3）ソフトウェア仮勘

定 
  －     20,369     －    

(4）その他   12,688 111,994 1.2 8,823 123,746 1.3 11,793 93,867 1.0 

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券   936,367     758,048     910,841    

(2）賃貸建物等   139,866     125,218     133,143    

(3）賃貸土地   429,638     429,638     429,638    

(4）繰延税金資産   506,470     638,399     542,975    

(5）その他   280,185     302,047     323,786    

貸倒引当金   △6,100 2,286,427 24.8 △6,400 2,246,951 23.4 △6,500 2,333,883 24.7 

固定資産合計     2,778,921 30.1   2,778,748 28.9   2,772,000 29.3 

資産合計     9,230,345 100.0   9,631,374 100.0   9,462,153 100.0 

                     

 



   
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比 

（％） 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金     702,465     669,929     667,957  

２．短期借入金 ※２   30,000     320,000     40,000  

３．一年内返済予定長期

借入金 
    610,960     517,894     459,560  

４．一年内償還予定社債     538,000     200,000     500,000  

５．未払法人税等     42,477     227,505     352,498  

６．未払費用     838,347     1,030,882     916,067  

７．その他 ※３   519,261     506,677     567,232  

流動負債合計     3,281,511 35.6   3,472,888 36.1   3,503,315 37.0 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債     260,000     60,000     90,000  

２．長期借入金     404,480     229,400     195,200  

３．退職給付引当金     1,624,180     1,798,185     1,714,393  

４．負ののれん     －     46,957     －  

５．その他     57,246     55,958     56,048  

固定負債合計     2,345,906 25.4   2,190,500 22.7   2,055,641 21.7 

負債合計     5,627,417 61.0   5,663,389 58.8   5,558,957 58.7 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     1,180,897 12.8   1,180,897 12.3   1,180,897 12.5 

２ 資本剰余金     1,908,137 20.7   1,908,249 19.8   1,908,181 20.2 

３ 利益剰余金     416,645 4.5   859,718 8.9   740,639 7.8 

４ 自己株式     △186,309 △2.0   △192,085 △2.0   △188,817 △2.0 

株主資本合計     3,319,369 36.0   3,756,779 39.0   3,640,901 38.5 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券評価

差額金 
    283,557 3.0   160,389 1.7   262,294 2.8 

評価・換算差額等合計     283,557 3.0   160,389 1.7   262,294 2.8 

Ⅲ 少数株主持分     － －   50,815 0.5   － － 

純資産合計     3,602,927 39.0   3,967,985 41.2   3,903,196 41.3 

負債純資産合計     9,230,345 100.0   9,631,374 100.0   9,462,153 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     8,406,438 100.0   8,986,976 100.0   17,594,594 100.0 

Ⅱ 売上原価     7,069,383 84.1   7,371,544 82.0   14,758,665 83.9 

売上総利益     1,337,055 15.9   1,615,431 18.0   2,835,929 16.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   1,008,466 12.0   1,225,061 13.6   1,917,289 10.9 

営業利益     328,588 3.9   390,369 4.4   918,640 5.2 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   1,191     3,947     4,011    

２．受取配当金   6,490     9,028     8,468    

３．賃貸収入   17,155     16,024     33,628    

４．持分法による投資利益   10,146     14,787     6,873    

５．負ののれんの償却額   －     5,508     －    

６．その他   6,268 41,251 0.5 5,780 55,077 0.6 13,818 66,800 0.4 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   20,572     14,645     36,226    

２．賃貸収入原価   9,326     12,372     18,573    

３．その他   131 30,030 0.3 798 27,816 0.3 146 54,946 0.3 

経常利益     339,809 4.1   417,630 4.7   930,494 5.3 

Ⅵ 特別利益                    

１．投資有価証券売却益   －     －     914    

２．関係会社株式売却益   1,300     －     1,300    

３．事業譲渡益   －     4,658     －    

４．貸倒引当金戻入益   － 1,300 0.0 5,000 9,658 0.1 － 2,214 0.0 

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産廃棄損 ※２ 163     3,564     837    

２．減損損失 ※３ 8,800     －     8,800    

３．投資有価証券評価損   －     －     3,457    

４．会員権評価損   5,900     －     5,900    

５．持分変動損失   －     12,399     －    

６．その他   － 14,863 0.2 344 16,308 0.2 1,146 20,141 0.1 

税金等調整前中間（当
期）純利益     326,246 3.9   410,979 4.6   912,566 5.2 

法人税、住民税及び
事業税   26,726     211,364     340,660    

法人税等調整額   116,937 143,663 1.7 △42,264 169,099 1.9 65,328 405,989 2.3 

少数株主損失     － －   1,545 0.0   － － 

中間（当期）純利益     182,582 2.2   243,426 2.7   506,577 2.9 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
1,180,897 1,908,137 234,062 △183,902 3,139,194 

中間連結会計期間中の変動額          

中間純利益     182,582   182,582 

自己株式の取得       △2,407 △2,407 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

 （千円） 
－ － 182,582 △2,407 180,175 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
1,180,897 1,908,137 416,645 △186,309 3,319,369 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
367,697 367,697 3,506,891 

中間連結会計期間中の変動額      

中間純利益     182,582 

自己株式の取得     △2,407 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△84,139 △84,139 △84,139 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△84,139 △84,139 96,036 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
283,557 283,557 3,602,927 



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
1,180,897 1,908,181 740,639 △188,817 3,640,901 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △124,347   △124,347 

中間純利益     243,426   243,426 

自己株式の取得       △3,556 △3,556 

自己株式の処分   67   289 356 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

 （千円） 
－ 67 119,078 △3,267 115,878 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
1,180,897 1,908,249 859,718 △192,085 3,756,779 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
262,294 262,294 － 3,903,196 

中間連結会計期間中の変動額        

剰余金の配当       △124,347 

中間純利益       243,426 

自己株式の取得       △3,556 

自己株式の処分       356 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△101,905 △101,905 50,815 △51,089 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△101,905 △101,905 50,815 64,788 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
160,389 160,389 50,815 3,967,985 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 1,180,897 1,908,137 234,062 △183,902 3,139,194 

連結会計年度中の変動額          

当期純利益     506,577   506,577 

自己株式の取得       △5,172 △5,172 

自己株式の処分   44   257 301 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）           

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

－ 44 506,577 △4,915 501,706 

平成19年３月31日 残高（千円） 1,180,897 1,908,181 740,639 △188,817 3,640,901 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 367,697 367,697 3,506,891 

連結会計年度中の変動額      

当期純利益     506,577 

自己株式の取得     △5,172 

自己株式の処分     301 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△105,402 △105,402 △105,402 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

△105,402 △105,402 396,304 

平成19年３月31日 残高（千円） 262,294 262,294 3,903,196 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー        

税金等調整前中間（当期）
純利益   326,246 410,979 912,566 

減価償却費   58,176 60,197 117,122 

減損損失   8,800 － 8,800 

退職給付引当金増加額   56,191 83,791 146,405 

役員退職慰労引当金減少額   △96,500 － △96,500 

貸倒引当金の増加額(△減
少額)   17,800 △5,000 21,000 

受取利息及び受取配当金   △7,681 △12,976 △12,480 

支払利息   20,572 14,645 36,226 

持分法による投資利益   △10,146 △14,787 △6,873 

事業譲渡益   － △4,658 － 

固定資産除売却損   163 3,564 837 

投資有価証券評価損   － － 3,457 

関係会社株式売却益   △1,300 － △1,300 

投資有価証券売却益   － － △914 

会員権評価損   5,900 － 5,900 

持分変動損失   － 12,399 － 

売上債権の減少額(△増加
額)   103,633 685,922 △365,132 

たな卸資産の減少額(△増
加額)   △181,079 △259,258 165,112 

仕入債務の減少額   △82,263 △83,727 △116,771 

未払消費税等の増加額(△
減少額)   14,950 △55,281 55,329 

その他債権の増加額   △21,836 △22,959 △734 

その他債務の増加額(△減
少額)   183,123 △142,670 269,377 

その他   △18 △6,183 △70 

小計   394,731 663,996 1,141,359 

利息及び配当金の受取額   7,520 12,871 17,356 

利息の支払額   △19,569 △14,770 △34,456 

法人税等の支払額   △18,393 △337,120 △24,039 

法人税等の還付額   3,779 － 3,779 

営業活動によるキャッシュ・
フロー   368,069 324,976 1,103,999 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー        

有価証券の取得による支出   △1,568 △101,343 △2,915 

有価証券の売却による収入   － － 2,481 

関係会社株式の取得による
支出   △66,048 － △88,200 

関係会社株式の売却による
収入   5,300 － 5,300 

固定資産の取得による支出   △8,130 △56,308 △31,651 

固定資産の売却による収入   － － 25,000 

短期貸付金の貸付による支
出   △70,000 － △70,000 

短期貸付金の回収による収
入   － － 70,636 

長期貸付金の貸付による支
出   － － △70,000 

長期貸付金の回収による収
入   618 1,058 750 

事業譲渡による収入   － 2,493 － 

その他投資等による支出   － △3,638 － 

その他の投資等の回収によ
る収入   112 5,221 156 

投資活動によるキャッシュ・
フロー   △139,716 △152,517 △158,442 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー        

短期借入金の純増額（△純
減額）   △270,000 230,000 △260,000 

長期借入れによる収入   － 100,000 － 

長期借入金の返済による支
出   △538,080 △309,846 △898,760 

社債の償還による支出   △208,000 △330,000 △416,000 

自己株式の取得による支出   △2,407 △3,556 △5,172 

自己株式の売却による収入   － 356 301 

配当金の支払額   △429 △123,637 △438 

財務活動によるキャッシュ・
フロー   △1,018,917 △436,683 △1,580,068 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額   － 585 － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △790,564 △263,638 △634,511 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高   3,284,906 2,650,395 3,284,906 

Ⅶ 連結範囲変更に伴う現金及び
現金同等物の増加額   － 424,132 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

※ 2,494,342 2,810,889 2,650,395 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する

事項 

(1)連結子会社の数 １社 

アイ・ティ・ジャパン株式会社 

(1)連結子会社の数 ２社 

株式会社アイエックスときわテクノ

ロジー 

アイケーネット株式会社 

なお、アイ・ティ・ジャパン株

式会社は平成19年４月１日付で持

分法適用関連会社であるときわ情

報株式会社を吸収合併し、新会社

名が株式会社アイエックスときわ

テクノロジーとなりました。 

またアイケーネット株式会社に

ついては、重要性が増したため、

当中間連結会計期間より持分法適

用非連結子会社から連結子会社と

なりました。 

(1)連結子会社の数 １社 

アイ・ティ・ジャパン株式会社 

  (2)非連結子会社の数 ２社 

株式会社ＩＫＩアットラーニング 

アイケーネット株式会社  

 （連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社の総資産、売上

高、中間純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)

等はいずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

(2)非連結子会社の数 １社 

株式会社ＩＫＩアットラーニング 

  

 （連結の範囲から除いた理由） 

同左 

(2)非連結子会社の数 ２社 

株式会社ＩＫＩアットラーニング 

アイケーネット株式会社  

(連結の範囲から除いた理由) 

   非連結子会社の総資産、売上

高、当期純損益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に見合う額)等は

いずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためであります。 

２．持分法の適用に関す

る事項 

(1)持分法を適用した子会社の数 

１社 

アイケーネット株式会社 

(1)    ────── 

  

(1)持分法を適用した子会社の数 

１社 

アイケーネット株式会社 

  (2)持分法を適用した関連会社の数 

２社 

北洋情報システム株式会社 

ときわ情報株式会社  

 なお、ときわ情報株式会社につい

ては新たに株式を取得したことによ

り、当中間連結会計期間より持分法

適用の関連会社に含めております。 

(2)持分法を適用した関連会社の数 

１社 

北洋情報システム株式会社 

  

  

(2)持分法を適用した関連会社の数 

２社 

北洋情報システム株式会社 

ときわ情報株式会社  

 なお、ときわ情報株式会社につい

ては新たに株式を取得したことによ

り、当連結会計年度より持分法適用

の関連会社に含めております。 

  (3)持分法を適用していない非連結

子会社の数 １社 

株式会社ＩＫＩアットラーニング 

(3)持分法を適用していない非連結

子会社の数 １社 

同左 

(3)持分法を適用していない非連結

子会社の数 １社 

同左 

 



項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

  (4)持分法を適用しない関連会社の

数 ２社  

うち主要な会社等の名称  

株式会社ＬＳＳ 

 （持分法を適用しない理由） 

 持分法を適用していない非連結

子会社及び関連会社の中間純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等に及ぼす

影響は軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないためでありま

す。 

(4)持分法を適用しない関連会社の

数 ２社  

うち主要な会社等の名称  

同左 

 （持分法を適用しない理由） 

同左 

(4)持分法を適用しない関連会社の

数 ２社  

うち主要な会社等の名称  

同左 

(持分法を適用しない理由) 

持分法を適用していない非連結

子会社及び関連会社は、当期純損

益(持分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等からみて、

持分法の対象から除いても連結財

務諸表に及ぼす影響は軽微であ

り、かつ、全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除

外しております。 

３．連結子会社の中間決

算日（決算日）等に

関する事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連

結決算日と一致しております。 

同左 連結子会社の決算日は、連結決算日

と一致しております。 

４．会計処理基準に関す

る事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

その他有価証券  

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定) 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの  

移動平均法による原価法 

    なお、投資事業組合への出資

持分については、組合の直近の

決算報告書を基礎とし、持分相

当額を純額で取り組む方法によ

っております。  

 

  ②たな卸資産 

商品 

移動平均法による原価法 

仕掛品 

個別法による原価法 

②たな卸資産 

商品 

同左 

仕掛品 

同左 

②たな卸資産 

商品 

同左 

仕掛品 

同左 

  (2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物付属設

備を除く）については、定額法

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物   ３～34年 

器具備品及び車両運搬具 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物   ３～37年 

器具備品及び車両運搬具 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物   ３～34年 

器具備品及び車両運搬具 

  ３～20年 ２～20年 ３～20年 

 



項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

    （会計方針の変更）   

    法人税法の改正（（所得税法

等の一部を改正する法律 平成

19年３月30日 法律第６号）及

び（法人税法施行令の一部を改

正する政令 平成19年３月30日

政令第83号））に伴い、当中間

連結会計期間より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却方法に変更

しております。 

 なお、この変更による営業利

益、経常利益及び税金等調整前

中間純利益に与える影響は軽微

であります。 

 

    （追加情報）    

    法人税法改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資産

については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達し

た連結会計年度の翌連結会計年

度より、取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。 

 なお、この変更による営業利

益、経常利益及び税金等調整前

中間純利益に与える影響は軽微

であります。 

 

  ②無形固定資産 

ソフトウェア 

自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法 

②無形固定資産 

ソフトウェア 

同左 

②無形固定資産 

ソフトウェア 

同左 

  のれん 

５年間にわたる均等償却  

それ以外 

 定額法 

それ以外 

定額法 

のれん 

５年間にわたる均等償却  

それ以外 

定額法 

  ③投資その他の資産 

 賃貸建物等 

 定率法 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物付属設

備を除く）については、定額法

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物   １～39年 

器具備品及び車両運搬具 

６～８年 

③投資その他の資産 

 賃貸建物等 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

 

③投資その他の資産 

賃貸建物等 

同左 

  

  

  

  

 



項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

    （会計方針の変更） ──────  

    法人税法の改正（（所得税法

等の一部を改正する法律 平成

19年３月30日 法律第６号）及

び（法人税法施行令の一部を改

正する政令 平成19年３月30日

政令第83号））に伴い、当中間

連結会計期間より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却方法に変更

しております。 

 なお、この変更による損益に

与える影響はありません。 

 

    （追加情報）   ────── 

    法人税法改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資産

については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達し

た連結会計年度の翌連結会計年

度より、取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。 

 なお、この変更による営業利

益、経常利益及び税金等調整前

中間純利益に与える影響は軽微

であります。 

 

  (3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

 (3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

  ②役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当

連結会計年度における支給見込

額の当中間連結会計期間負担額

を計上することとしておりま

す。 

なお、当中間連結会計期間に

おいては支給見込額がないため

計上しておりません。 

②役員賞与引当金 

同左 

  

②役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるた

め、賞与支給見込額のうち当連

結会計年度に負担すべき額を計

上しております。  

  

  ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。  

③退職給付引当金 

同左 

  

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。  

過去勤務債務は、各連結会計

年度の発生時における従業員の 

 



項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

  過去勤務債務は、各連結会計

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（11年）による定額法によ

り按分した額を費用処理してお

ります。 

  平均残存勤務期間以内の一定の

年数(11年)による定額法により

按分した額を費用処理しており

ます。 

数理計算書上の差異は、各連

結会計年度の発生時における従 

   数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（11年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。 

  業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(11年)による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。 

  ④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当中間

連結会計期間末要支給額の全額

を計上しておりましたが、平成

17年６月30日付で役員退職慰労

金制度を廃止しております。 

 なお、平成18年６月23日開催

の定時株主総会において、従来

の内規に基づく制度廃止日まで

の在任期間に応じた役員退職慰

労金を支給する旨及び支給時期

は取締役及び監査役のそれぞれ

の退任時とする旨を決議いたし 

④    ────── 

  

④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当連結

会計年度末要支給額の全額を計

上しておりましたが、平成17年

６月30日付で役員退職慰労金制

度を廃止しております。 

 なお、平成18年６月23日開催

の定時株主総会において、従来

の内規に基づく制度廃止日まで

の在任期間に応じた役員退職慰

労金を支給する旨及び支給時期

は取締役及び監査役のそれぞれ

の退任時とする旨を決議いたし 

  ました。これに伴い役員退職慰

労金の未払金額を固定負債の

「その他」に計上しておりま

す。  

  ました。これに伴い役員退職慰

労金の未払金額を固定負債の

「その他」に計上しておりま

す。  

  (4)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(4)重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (4)重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (5)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしておりま

すので、特例処理を採用してお

ります。 

(5)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

(5)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法  

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ  

ヘッジ対象 借入金  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 



項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

  ③ヘッジ方針 

 当社の社内規定に基づき、

借入金に係る金利変動リスク

をヘッジすることを目的とし

て、実需の範囲内でデリバテ

ィブ取引を利用する方針であ

ります。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針  

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理に

よっているため、有効性の評

価を省略しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (6)その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

(6)その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

同左 

 (6)その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法  

同左 

５．のれん及び負ののれ

んの償却に関する事

項 

──────  のれん及び負ののれんは、５

年間の均等償却を行うものとし

ております。  

────── 

６．中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

（連結キャッシュ・

フロー計算書）にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

──────   (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

 当中間連結会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。 

 これまでの「資本の部」の合計に相

当する金額は3,602,927千円でありま

す。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改正

により、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の「純資産の部」

については、改正後の中間連結財務諸

表規則により作成しております。 

   当連結会計年度から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。 

 これまでの「資本の部」の合計に相

当する金額は3,903,196千円でありま

す。 

 なお、連結財務諸表規則の改正によ

り、当連結会計年度における連結貸借

対照表の「純資産の部」については、

改正後の連結財務諸表規則により作成

しております。 

 (企業結合に係る会計基準等)    (企業結合に係る会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「企業結合

に係る会計基準」（企業会計審議会 

平成15年10月31日）及び「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会計基

準第７号）並びに「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用

指針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月27日 企業会計基準適用指針第

10号）を適用しております。 

   当連結会計年度から「企業結合に係

る会計基準」（企業会計審議会 平成

15年10月31日）及び「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月27日 企業会計基準第７

号）並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準適用指針第10号）

を適用しております。 

(役員賞与に関する会計基準)    (役員賞与に関する会計基準) 

 当中間連結会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」(企業会計基準

第４号 平成17年11月29日)を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

   当連結会計年度より、「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準第４

号 平成17年11月29日)を適用してお

ります。 

 これにより営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益は、それぞれ

7,850千円減少しております。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

──────  

  

 （中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間末において、無形固定資産の「そ

の他」に含めて表示していた「のれん」は、重要性が増

したため当中間連結会計期間末より区分掲記しておりま

す。 

  

  

 なお、前中間連結会計期間末の「のれん」の金額は 

3,681千円であります。 

   



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、  

609,605千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

655,803千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、  

616,874千円であります。 

※２．当社及び連結子会社は、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行８行と

当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当中間連結会計期間

末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

※２．当社及び連結子会社は、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行９行と

当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当中間連結会計期間

末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

※２．当社及び連結子会社は、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行８行と

当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当連結会計年度末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

当座貸越極度額の

総額 
2,950,000 千円 

借入実行残高 30,000 千円 

差引額 2,920,000 千円 

当座貸越極度額の

総額 
4,404,000 千円 

借入実行残高 320,000 千円 

差引額 4,084,000 千円 

当座貸越極度額の

総額 
3,550,000 千円 

借入実行残高 40,000 千円 

差引額 3,510,000 千円 

※３．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

※３．消費税等の取扱い 

同左 

※３．     ────── 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 61,590千円 

給料手当 327,728千円 

賞与 106,189千円 

退職給付費用 42,180千円 

貸倒引当金繰入額  17,800千円 

役員報酬 99,313千円 

給料手当 344,642千円 

賞与 139,628千円 

退職給付費用 51,189千円 

役員報酬 131,070千円 

給料手当 590,706千円 

賞与 197,812千円 

貸倒引当金繰入額  21,000千円 

役員賞与引当金繰入額 7,850千円 

退職給付費用 81,159千円 

※２．固定資産廃棄損の内訳は器具備品の除

却によるものであります。 

※２．固定資産廃棄損の内訳は次のとおりで

あります。 

※２．固定資産廃棄損の内訳は器具備品の除

却によるものであります。 

  建物及び構築物 889千円 

器具備品及び車両運搬

具 

275千円 

建物解体工事費用 2,400千円 

 

※３．減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社及び連

結子会社は以下の資産について減損損失を計

上しております。 

 当社及び連結子会社は、賃貸不動産、遊休

資産及び保養所等の不動産については個別物

件単位、その他の事業用資産については管理

会計上の事業区分を資産グループとし、継続

的な地価の下落により減損の兆候があると認

識した資産について、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しております。 

 なお、資産の回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、第三者による合理的に

算定された市場価格に基づき評価しておりま

す。 

場所 用途 
種類及び減損損失

の内訳 

神奈川県 

足柄下郡真鶴町 
遊休  土地 8,800千円 

 ※３．     ────── ※３．減損損失 

 当連結会計年度において、当社及び連結子

会社は以下の資産について減損損失を計上し

ております。 

  当社及び連結子会社は、賃貸不動産、遊休

資産及び保養所等の不動産については個別物

件単位、その他の事業用資産については管理

会計上の事業区分を資産グループとし、継続

的な地価の下落により減損の兆候があると認

識した資産について、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しております。 

 なお、資産の回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、第三者による合理的に

算定された市場価格に基づき評価しておりま

す。  

場所 用途 
種類及び減損損失

の内訳 

神奈川県 

足柄下郡真鶴町 
遊休  土地 8,800千円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加7,320株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加9,020株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、また減少920株は、単元

未満株式の売渡しによる減少であります。 

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 13,034,660 － － 13,034,660 

合計 13,034,660 － － 13,034,660 

自己株式        

普通株式（注） 586,615 7,320 － 593,935 

合計 586,615 7,320 － 593,935 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式        

普通株式 13,034,660 － － 13,034,660 

合計 13,034,660 － － 13,034,660 

自己株式        

普通株式（注） 599,915 9,020 920 608,015 

合計 599,915 9,020 920 608,015 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 124,347 10 平成19年３月31日 平成19年６月25日 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加14,120株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、また減少820株は、単

元未満株式の売渡しによる減少であります。 

２．配当に関する事項 

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 13,034,660 － － 13,034,660 

合計 13,064,660 － － 13,034,660 

自己株式        

普通株式（注） 586,615 14,120 820 599,915 

合計 586,615 14,120 820 599,915 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当た
り配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 124,347 利益剰余金 10 平成19年３月31日 平成19年６月25日 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 2,594,342千円 

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△100,000千円 

現金及び現金同等物 2,494,342千円 

現金及び預金勘定 2,916,889千円 

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△106,000千円 

現金及び現金同等物 2,810,889千円 

現金及び預金勘定 2,750,395千円 

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△100,000千円 

現金及び現金同等物 2,650,395千円 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

器具備品 24,825 21,527 3,297 

ソフトウ
ェア 12,390 10,534 1,856 

合計 37,215 32,061 5,153 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

器具備品 5,790 5,597 193 

合計 5,790 5,597 193 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

期末残高
相当額 
（千円）

器具備品 24,825 23,804 1,020 

ソフトウ
ェア 12,390 11,773 617 

合計 37,215 35,577 1,637 

（注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産及び無形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

同左  (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産及び無形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産及

び無形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

１年内 4,960千円 

１年超 193千円 

合計 5,153千円 

同左 

１年内 193千円 

１年超 －千円 

合計 193千円 

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産及び無形固

定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込

み法により算定しておりま

す。 

１年内 1,637千円 

１年超 －千円 

合計 1,637千円 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 4,428千円 

減価償却費相当額 4,428千円 

支払リース料 1,444千円 

減価償却費相当額 1,444千円 

支払リース料 7,944千円 

減価償却費相当額 7,944千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

(減損損失) 

リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

  

  

(減損損失) 

リース資産に配分された減損損失は

ありません。 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

株式 239,740 717,835 478,094 

合計 239,740 717,835 478,094 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 6,608 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

株式 237,406 507,831 270,425 

合計 237,406 507,831 270,425 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 8,755 

投資事業有限責任組合 100,000 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 236,062 678,306 442,244 

合計 236,062 678,306 442,244 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 6,608 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

 金利スワップを利用しておりますが、特例処理を適用しているため、開示の対象から除いております。 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

 金利スワップを利用しておりますが、特例処理を適用しているため、開示の対象から除いております。 

前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

 金利スワップを利用しておりますが、特例処理を適用しているため、開示の対象から除いております。 

（ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

当社グループは、単一セグメントに属する情報サービス事業を行っており、当該事業以外に事業の種類がな

いため該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

当社グループは、単一セグメントに属する情報サービス事業を行っており、当該事業以外に事業の種類がな

いため該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

当社グループは、単一セグメントに属する情報サービス事業を行っており、当該事業以外に事業の種類がな

いため該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

当社及び連結子会社の海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

当社及び連結子会社の海外売上高がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

当社及び連結子会社の海外売上高がないため、該当事項はありません。 



（企業結合等関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日  

  至 平成18年９月30日）  

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日  

  至 平成19年９月30日）  

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日  

  至 平成19年３月31日）  

────── （パーチェス法の適用）  ────── 

  

 当社の連結子会社であるアイ・テ

ィ・ジャパン㈱は平成19年４月１日を

もって、アイ・ティ・ジャパン㈱を存

続会社、当社の持分法適用関連会社で

あるときわ情報㈱を消滅会社とする合

併をいたしました。具体的には、ア

イ・ティ・ジャパン㈱を取得会社、と

きわ情報㈱を被取得会社としてパーチ

ェス法を適用しております。 

  

１．被取得企業の名称及び事業の内

容、企業結合を行った主な理由、

企業結合日、企業結合の法的形

式、結合後企業の名称 

  (1)被取得企業の名称 

  ときわ情報㈱ 

  (2)事業の内容  

  情報サービス業 

  (3)企業結合を行った理由  

  

 規模拡大による生産性の向上、

経営資源の効率活用による収益力

強化等を図る目的であります。 

  (4)企業結合日 

  平成19年４月１日 

  (5)企業結合の法的形式  

  

 アイ・ティ・ジャパン㈱を存続

会社とする吸収合併方式で、とき

わ情報㈱は解散致しました。 

  (6)結合後企業の名称 

  
株式会社アイエックスときわテク

ノロジー 

  
２．連結財務諸表に含まれている被取

得企業の業績の期間 

  

 当連結会計年度開始日の結合の

ため、当連結会計年度に含まれて

いる業績は平成19年４月１日から

平成19年９月30日となっておりま

す。  

  ３．合併比率 

  
会社名 

アイ・ティ・

ジャパン㈱ 
ときわ情報㈱

合併比率 1.0 1.08

  

４．企業結合日に受け入れた資産及び

引き受けた負債の額並びにその主

な内訳 

  

資産合計 741,405 千円 

負債合計 583,586 千円 

資本合計 157,819 千円 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 289円61銭

１株当たり中間純利益金

額  
14円67銭

１株当たり純資産額 315円22銭

１株当たり中間純利益金

額  
19円58銭

１株当たり純資産額 313円89銭

１株当たり当期純利益金

額  
40円72銭

なお、潜在株式調整後1株当たり中間

純利益金額については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

同左 なお、潜在株式調整後1株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

     

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 182,582 243,426 506,577 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
182,582 243,426 506,577 

期中平均株式数（株） 12,444,869 12,431,196 12,441,617 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── 自己株式の取得 

 当社は平成19年11月19日開催の取締

役会において、会社法第165条第３項

の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式

を取得すること及びその具体的な取得

方法について決議し、自己株式の取得

を以下のとおり実施いたしました。 

子会社の合併について 

 当社の連結子会社であるアイ・テ

ィ・ジャパン㈱は、平成19年１月31

日開催の取締役会決議に基づき、平

成19年４月１日を合併期日とし、当

社の持分法適用関連会社であるとき

わ情報㈱を吸収合併致しました。 

  (1)自己株式取得に関する取締役会の

決議内容 

①取得する株式の種類 

当社普通株式 

②取得する株式の総数 

250,000株（上限） 

③取得価額の総額 

100,000千円（上限）  

④取得の時期 

平成19年11月20日  

⑤取得の方法 

 ジャスダック証券取引所の自己

株式取得のための固定価格取引に

よる取得  

(2)取得日 

平成19年11月20日 

(1)合併の目的 

 規模拡大による生産性の向上、経

営資源の効率活用による収益力強化

等を図る目的であります。 

(2)合併の方法及び合併後の会社の名

称 

①アイ・ティ・ジャパン㈱を存続会

社とする吸収合併方式で、ときわ

情報㈱は解散致しました。 

②存続会社の商号は㈱アイエックス

ときわテクノロジーとなりまし

た。 

(3)合併による新株の割当 

 ときわ情報㈱の株式１株に対し、

アイ・ティ・ジャパン㈱の株式1.08

株を割当交付し、864株を新規に発

行致しました。 

  

  

 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3)その他  

 上記により、当社普通株式204,000

株（取得価額71,808千円）を取得い

たしました。 

(4)増加すべき資本金等 

 存続会社の資本金は40,000千円増

加し、90,000千円となりました。 

    (5)合併による引継資産 

資産合計 700,123 千円 

負債合計  583,586 千円 

資本合計  116,537 千円 

    (6)合併後の持分比率 

 合併により当社の持分比率は

100.0％から76.8％となりましたが、

引続き連結子会社となります。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   2,467,253     2,554,699     2,624,229    

２．受取手形   －     －     2,064    

３．売掛金   2,503,067     2,207,791     2,864,758    

４．たな卸資産   528,560     446,450     190,879    

５．繰延税金資産   372,414     400,565     394,399    

６．その他   237,542     226,680     172,232    

貸倒引当金   △18,400     △16,300     △21,200    

流動資産合計     6,090,437 68.7   5,819,887 68.2   6,227,363 69.8 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物   165,646     154,877     160,475    

(2）器具備品   63,262     51,899     57,019    

(3）土地   147,952     122,952     122,952    

(4）建設仮勘定   －     41,423     －    

(5）その他   788     640     707    

有形固定資産合計     377,649 4.3   371,793 4.4   341,154 3.8 

２．無形固定資産                    

(1）ソフトウェア   98,635     49,081     78,559    

(2）ソフトウェア仮
勘定   －     20,369     －    

(3）その他   9,007     8,823     8,915    

無形固定資産合計     107,643 1.2   78,274 0.9   87,474 1.0 

３．投資その他の資産 ※１                  

(1）投資有価証券   952,037     829,865     900,339    

(2）賃貸建物等   139,866     125,218     133,143    

(3）賃貸土地   429,638     429,638     429,638    

(4）保証金   249,047     239,321     239,492    

(5）繰延税金資産   502,155     593,065     503,712    

(6）その他   20,162     51,599     64,499    

貸倒引当金   △6,100     △6,400     △6,500    

投資その他の資産
合計     2,286,807 25.8   2,262,308 26.5   2,264,325 25.4 

固定資産合計     2,772,099 31.3   2,712,376 31.8   2,692,954 30.2 

資産合計     8,862,537 100.0   8,532,264 100.0   8,920,317 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   681,479     580,932     654,436    

２．短期借入金 ※３ －     220,000     －    

３．一年内返済予定長
期借入金 

  544,400     320,200     393,000    

４．一年内償還予定社
債 

  438,000     200,000     400,000    

５．未払法人税等   42,104     227,200     334,227    

６．未払費用   796,432     887,090     845,959    

７．その他 ※４ 495,950     438,450     533,816    

流動負債合計     2,998,367 33.8   2,873,873 33.7   3,161,439 35.4 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債   260,000     60,000     90,000    

２．長期借入金   337,600     17,400     161,600    

３．退職給付引当金   1,613,919     1,675,243     1,618,231    

４．その他   57,246     55,958     56,048    

固定負債合計     2,268,765 25.6   1,808,601 21.2   1,925,879 21.6 

負債合計     5,267,132 59.4   4,682,475 54.9   5,087,318 57.0 

                     
（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     1,180,897 13.3   1,180,897 13.8   1,180,897 13.2 

２ 資本剰余金                    

(1）資本準備金   295,224     295,224     295,224    

(2）その他資本剰余
金 

  1,612,913     1,570,106     1,570,039    

資本剰余金合計     1,908,137 21.5   1,865,330 21.9   1,865,263 20.9 

３ 利益剰余金                    

(1）その他利益剰余
金 

                   

繰越利益剰余金   409,122     835,257     713,361    

利益剰余金合計     409,122 4.6   835,257 9.8   713,361 8.0 

４ 自己株式     △186,309 △2.0   △192,085 △2.3   △188,817 △2.1 

株主資本合計     3,311,847 37.4   3,689,399 43.2   3,570,704 40.0 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券評
価差額金 

    283,557 3.2   160,389 1.9   262,294 3.0 

評価・換算差額等合
計 

    283,557 3.2   160,389 1.9   262,294 3.0 

純資産合計     3,595,404 40.6   3,849,789 45.1   3,832,999 43.0 

負債純資産合計     8,862,537 100.0   8,532,264 100.0   8,920,317 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

百分比

（％）
金額（千円） 

百分比

（％）
金額（千円） 

百分比

（％）

Ⅰ 売上高     8,017,248 100.0   7,711,604 100.0   16,710,531 100.0 

Ⅱ 売上原価     6,716,780 83.8   6,286,500 81.5   14,014,171 83.9 

売上総利益     1,300,468 16.2   1,425,104 18.5   2,696,360 16.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理

費 
    955,196 11.9   1,012,264 13.1   1,819,932 10.9 

営業利益     345,271 4.3   412,839 5.4   876,428 5.2 

Ⅳ 営業外収益 ※２   30,641 0.4   33,693 0.4   64,163 0.4 

Ⅴ 営業外費用 ※３   27,509 0.3   22,821 0.3   50,075 0.3 

経常利益     348,403 4.4   423,711 5.5   890,515 5.3 

Ⅵ 特別利益 ※４   1,300 0.0   9,658 0.1   4,616 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※5.6   14,863 0.2   1,675 0.0   18,995 0.1 

税引前中間(当期)

純利益 
    334,839 4.2   431,694 5.6   876,136 5.2 

法人税、住民税及

び事業税 
  26,430     211,059     318,723    

法人税等調整額   124,840 151,270 1.9 △25,607 185,451 2.4 69,604 388,327 2.3 

中間(当期)純利益     183,569 2.3   246,242 3.2   487,808 2.9 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 繰越利益剰

余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
1,180,897 295,224 1,612,913 1,908,137 225,553 225,553 △183,902 3,130,685

中間会計期間中の変動額                

中間純利益         183,569 183,569   183,569

自己株式の取得             △2,407 △2,407

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
               

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － 183,569 183,569 △2,407 181,161

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
1,180,897 295,224 1,612,913 1,908,137 409,122 409,122 △186,309 3,311,847

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
367,697 367,697 3,498,382 

中間会計期間中の変動額      

中間純利益     183,569 

自己株式の取得     △2,407 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△84,139 △84,139 △84,139 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△84,139 △84,139 97,022 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
283,557 283,557 3,595,404 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 繰越利益剰

余金 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
1,180,897 295,224 1,570,039 1,865,263 713,361 713,361 △188,817 3,570,704

中間会計期間中の変動額                

剰余金の配当         △124,347 △124,347   △124,347

中間純利益         246,242 246,242   246,242

自己株式の取得             △3,556 △3,556

自己株式の処分     67 67     289 356 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

               

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － 67 67 121,895 121,895 △3,267 118,695

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
1,180,897 295,224 1,570,106 1,865,330 835,257 835,257 △192,085 3,689,399

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
262,294 262,294 3,832,999 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当     △124,347 

中間純利益     246,242 

自己株式の取得     △3,556 

自己株式の処分     356 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△101,905 △101,905 △101,905 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△101,905 △101,905 16,790 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
160,389 160,389 3,849,789 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 繰越利益剰

余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 1,180,897 295,224 1,612,913 1,908,137 225,553 225,553 △183,902 3,130,685 

事業年度中の変動額                

当期純利益         487,808 487,808   487,808 

会社分割による減少額     △42,918 △42,918       △42,918 

自己株式の取得             △5,172 △5,172 

自己株式の処分     44 44     257 301 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）                 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － △42,874 △42,874 487,808 487,808 △4,915 440,018 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 1,180,897 295,224 1,570,039 1,865,263 713,361 713,361 △188,817 3,570,704 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 367,697 367,697 3,498,382 

事業年度中の変動額      

当期純利益     487,808 

会社分割による減少額     △42,918 

自己株式の取得     △5,172 

自己株式の処分     301 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

△105,402 △105,402 △105,402 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△105,402 △105,402 334,616 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 262,294 262,294 3,832,999 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
項目 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価 (1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

方法 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

同左  決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 移動平均法による原価法 

    なお、投資事業組合への出

資持分については、組合の直

近の決算報告書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り組む

方法によっております。  

  

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  商品 商品 商品 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  仕掛品 仕掛品 仕掛品 

  個別法による原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

法  定率法 同左 同左 

   ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建

物付属設備を除く）につい

ては、定額法を採用してお

ります。 

    

   なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。  

    

  建物及び構築物 ３～34年     

  器具備品    ４～20年      

    （会計方針の変更） ────── 

    法人税法の改正（（所得税

法等の一部を改正する法律 

平成19年３月30日 法律第６

号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令 平成19

年３月30日 政令第83号））

に伴い、当中間会計期間よ

り、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づ

く減価償却方法に変更してお

ります。 

 なお、この変更による営業

利益、経常利益及び税引前中

間純利益に与える影響は軽微

であります。 

  

 



  
項目 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    （追加情報）  ────── 

    法人税法改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌

事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上

しております。 

 なお、この変更による営業

利益、経常利益及び税引前中

間純利益に与える影響は軽微

であります。 

  

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  ソフトウェア ソフトウェア ソフトウェア 

   自社利用のソフトウェア

については、社内における

利用可能期間（５年）に基

づく定額法 

同左 同左 

  それ以外 それ以外 それ以外 

   定額法 同左 同左 

  (3）投資その他の資産 (3）投資その他の資産 (3）投資その他の資産 

  賃貸建物等 同左 同左 

   定率法     

   ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建

物付属設備を除く）につい

ては、定額法を採用してお

ります。 

    

   なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。  

    

   建物及び構築物 １～39年     

   器具備品    ６～８年     

    （会計方針の変更） ────── 

    法人税法の改正（（所得税

法等の一部を改正する法律 

平成19年３月30日 法律第６

号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令 平成19

年３月30日 政令第83号））

に伴い、当中間会計期間よ

り、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づ

く減価償却方法に変更してお

ります。 

 なお、この変更による損益

に与える影響はありません。 

  

 



  
項目 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    （追加情報）  ────── 

    法人税法改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌

事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上

しております。 

 なお、この変更による営業

利益、経常利益及び税引前中

間純利益に与える影響は軽微

であります。 

  

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

同左 同左 

   (2）役員賞与引当金  (2）役員賞与引当金  (2）役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備えて、

当事業年度における支給見込

額の当中間会計期間負担額を

計上することとしておりま

す。 

 なお、当中間会計期間にお

いては支給見込額がないため

計上しておりません。 

同左 役員賞与の支出に備えるため、

賞与支給見込額のうち当事業年度

に負担すべき額を計上しておりま

す。 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

過去勤務債務は、各事業年

度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定

の年数（11年）による定額法

により按分した額を費用処理

しております。 

同左 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

過去勤務債務は、各事業年度

の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（11年）による定額法により按

分した額を費用処理しておりま

す。 

 



  
項目 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（11年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。  

  数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（11年）による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。 

  (4）役員退職慰労引当金 (4）   ────── (4）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当中間

期末要支給額の全額を計上して

おりましたが、平成17年６月30

日付で役員退職慰労金制度を廃

止しております。 

 なお、平成18年６月23日開催

の定時株主総会において、従来

の内規に基づく制度廃止日まで

の在任期間に応じた役員退職慰

労金を支給する旨及び支給時期 

  役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額の全額を計上して

おりましたが、平成17年６月

30日付で役員退職慰労金制度

を廃止しております。 

 なお、平成18年６月23日開

催の定時株主総会において、

従来の内規に基づく制度廃止

日までの在任期間に応じた役

員退職慰労金を支給する旨及

び支給時期 

  は取締役及び監査役のそれぞれ

の退任時とする旨を決議いたし

ました。これに伴い役員退職慰

労金の未払金額を固定負債の

「その他」に計上しておりま

す。 

  は取締役及び監査役のそれぞ

れの退任時とする旨を決議い

たしました。これに伴い役員

退職慰労金の未払金額を固定

負債の「その他」に計上して

おります。 

４．リース取引の処理方法 

  

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 

  

(1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、

特例処理の要件を満たしてお

りますので、特例処理を採用

しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

 同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ  

ヘッジ対象 借入金  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 当社の社内規定に基づき、

借入金に係る金利変動リスク

をヘッジすることを目的とし

て、実需の範囲内でデリバテ

ィブ取引を利用する方針であ

ります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 



  
項目 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理

によっているため、有効性

の評価を省略しておりま

す。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

 ─────  (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

 当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する基準」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

 これまでの「資本の部」の合計に相

当する金額は3,595,404千円でありま

す。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間貸

借対照表の「純資産の部」について

は、改正後の中間財務諸表等規則によ

り作成しております。 

   当事業年度から「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

 これまでの「資本の部」の合計に相

当する金額は3,832,999千円でありま

す。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表の

「純資産の部」については、改正後の

財務諸表等規則により作成しておりま

す。 

 (企業結合に係る会計基準等)    (企業結合に係る会計基準等) 

 当中間会計期間から「企業結合に係

る会計基準」（企業会計審議会 平成

15年10月31日）及び「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 

平成17年12月27日 企業会計基準第７

号）並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準適用指針第10号）

を適用しております。 

   当事業年度から「企業結合に係る会

計基準」（企業会計審議会 平成15年

10月31日）及び「事業分離等に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月27日 企業会計基準第７

号）並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準適用指針第10号）

を適用しております。 

 (役員賞与に関する会計基準)    (役員賞与に関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準第４

号 平成17年11月29日)を適用してお

ります。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

   当事業年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」(企業会計基準第４号 

平成17年11月29日)を適用しておりま

す。 

 これにより営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益は、それぞれ7,850

千円減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．減価償却累計額 ※１．減価償却累計額 ※１．減価償却累計額 

有形固定資産 607,382千円 

投資その他の

資産 
451,157千円 

有形固定資産 620,227千円 

投資その他の

資産 
467,606千円 

有形固定資産 609,295千円 

投資その他の

資産 
459,680千円 

２．偶発債務 ２．偶発債務 ２．偶発債務 

 子会社アイ・ティ・ジャパ

ン株式会社の金融機関からの

借入等に対し、263,440千円の

債務保証を行っております。 

 子会社株式会社アイエック

スときわテクノロジーの金融

機関からの借入等に対し、

240,584千円の債務保証を行っ

ております。 

 子会社アイ・ティ・ジャパ

ン株式会社の金融機関からの

借入等に対し、240,160千円の

債務保証を行っております。 

※３．当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行８行

と当座貸越契約を締結してお

ります。これら契約に基づく

当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりでありま

す。 

※３．当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行８行

と当座貸越契約を締結してお

ります。これら契約に基づく

当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりでありま

す。 

※３．当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行８行

と当座貸越契約を締結してお

ります。これら契約に基づく

当会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

当座貸越極度

額の総額 
2,650,000千円 

借入実行残高 －千円 

差引額 2,650,000千円 

当座貸越極度

額の総額 
3,250,000千円 

借入実行残高 220,000千円 

差引額 3,030,000千円 

当座貸越極度

額の総額 
3,250,000千円 

借入実行残高 －千円 

差引額 3,250,000千円 

※４．消費税等の取扱い ※４．消費税等の取扱い ※４．   ────── 

 仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺のうえ、金額的

重要性が乏しいため、流動負

債の「その他」に含めて表示

しております。 

同左  



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 １．減価償却実施額  １．減価償却実施額  １．減価償却実施額 

有形固定資産 18,186千円 

無形固定資産 30,008千円 

投資その他の

資産 
8,696千円 

有形固定資産 16,416千円 

無形固定資産 30,300千円 

投資その他の

資産 
7,925千円 

有形固定資産 37,311千円 

無形固定資産 59,943千円 

投資その他の資

産 
17,219千円 

※２．営業外収益のうち重要なもの

は次のとおりであります。 

※２．営業外収益のうち重要なもの

は次のとおりであります。 

※２．営業外収益のうち重要なもの

は次のとおりであります。 

受取利息 1,089千円 

受取配当金 6,490千円 

賃貸収入 17,155千円 

受取利息 4,271千円 

受取配当金 9,028千円 

賃貸収入 16,024千円 

受取利息 3,812千円 

受取配当金 13,344千円 

賃貸収入 33,628千円 

※３．営業外費用のうち重要なもの

は次のとおりであります。 

※３．営業外費用のうち重要なもの

は次のとおりであります。 

※３．営業外費用のうち重要なもの

は次のとおりであります。 

支払利息 13,223千円 

社債利息 4,826千円 

賃貸収入原価 9,326千円 

支払利息 7,374千円 

社債利息 2,419千円 

賃貸収入原価 12,372千円 

支払利息 22,910千円 

社債利息 8,445千円 

賃貸収入原価 18,573千円 

※４．特別利益の内訳は関係会社株

式売却益であります。 

※４．特別利益のうち重要なものは

次のとおりであります。 

※４．特別利益のうち重要なものは

次のとおりであります。 

  事業譲渡益 4,658千円 

貸倒引当金戻入

益 
5,000千円 

投資有価証券売却

益 
914千円 

関係会社株式売却

益 
1,300千円 

抱合せ株式消滅差

益 
2,402千円 

※５．特別損失のうち重要なものは

次のとおりであります。 

※５．特別損失の内訳は固定資産廃

棄損であります。 

※５．特別損失のうち重要なものは

次のとおりであります。 

固定資産廃棄損 163千円 

減損損失 8,800千円 

会員権評価損 5,900千円 

  固定資産廃棄損 837千円 

減損損失 8,800千円 

投資有価証券評価

損 
3,457千円 

会員権評価損 5,900千円 

※６．減損損失 

 当中間会計期間において、当社

は以下の資産について減損損失を

計上しております。 

────── ※６．減損損失 

 当事業年度において、当社は以

下の資産について減損損失を計上

しております。 

場所 用途 
種類及び減損損

失の内訳 

神奈川県

足柄下郡

真鶴町 

遊休  土地 8,800千円

 
場所 用途 

種類及び減損損

失の内訳 

神奈川県

足柄下郡

真鶴町 

遊休  土地 8,800千円

 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加7,320株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加9,020株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、また減少920株は、単元

未満株式の売渡しによる減少であります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加14,120株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、また減少820株は、単

元未満株式の売渡しによる減少であります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、賃貸不動産、遊休資産及

び保養所等の不動産については個別

物件単位、その他の事業用資産につ

いては管理会計上の事業区分を資産

グループとし、継続的な地価の下落

により減損の兆候があると認識した

資産について、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として特別損失に計上しており

ます。 

 なお、資産の回収可能価額は正味

売却価額により測定しており、第三

者による合理的に算定された市場価

格に基づき評価しております。 

   当社は、賃貸不動産、遊休資産及

び保養所等の不動産については個別

物件単位、その他の事業用資産につ

いては管理会計上の事業区分を資産

グループとし、継続的な地価の下落

により減損の兆候があると認識した

資産について、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として特別損失に計上しており

ます。 

 なお、資産の回収可能価額は正味

売却価額により測定しており、第三

者による合理的に算定された市場価

格に基づき評価しております。 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式（注） 586,615 7,320 － 593,935 

合計 586,615 7,320 － 593,935 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式（注） 599,915 9,020 920 608,015 

合計 599,915 9,020 920 608,015 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式（注） 586,615 14,120 820 599,915 

合計 586,615 14,120 820 599,915 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成19年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

器具備品 5,790 4,439 1,351 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

器具備品 5,790 5,597 193 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

期末残
高相当
額 
（千円）

器具備品 5,790 5,018 772 

 （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

同左  （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,158千円 

１年超 193千円 

合計 1,351千円 

１年内 193千円 

１年超 －千円 

合計 193千円 

１年内 772千円 

１年超 －千円 

合計 772千円 

 （注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

同左  （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 579千円 

減価償却費相当額 579千円 

支払リース料 579千円 

減価償却費相当額 579千円 

支払リース料 1,158千円 

減価償却費相当額 1,158千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同左 同左 

 (減損損失) 

リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

  

  

(減損損失) 

リース資産に配分された減損損失は

ありません。 



（企業結合等関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 重要性が乏しいため記載しておりません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 重要性が乏しいため記載しておりません。 

（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── 自己株式の取得 

 当社は平成19年11月19日開催の取締

役会において、会社法第165条第３項

の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式

を取得すること及びその具体的な取得

方法について決議し、自己株式の取得

を以下のとおり実施いたしました。 

────── 

  (1)自己株式取得に関する取締役会の

決議内容 

①取得する株式の種類 

当社普通株式 

②取得する株式の総数 

250,000株（上限） 

③取得価額の総額 

100,000千円（上限）  

④取得の時期 

平成19年11月20日  

⑤取得の方法 

 ジャスダック証券取引所の自己

株式取得のための固定価格取引に

よる取得  

(2)取得日 

平成19年11月20日 

(3)その他  

 上記により、当社普通株式

204,000株（取得価額71,808千円）

を取得いたしました。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第29期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月25日関東財務局長に提出 

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

 平成19年10月25日関東財務局長に提出 

 事業年度（第29期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月22日

アイエックス・ナレッジ株式会社  

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 高 田  重 幸  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 神 谷  英 一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアイエ

ックス・ナレッジ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、アイエックス・ナレッジ株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

  が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月25日

アイエックス・ナレッジ株式会社  

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 高 田  重 幸  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 神 谷  英 一  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるアイエックス・ナレッジ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、アイエックス・ナレッジ株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

  が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月22日

アイエックス・ナレッジ株式会社  

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 高 田  重 幸  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 神 谷  英 一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアイエ

ックス・ナレッジ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第２９期事業年度の中間会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、アイエックス・ナレッジ株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

  が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月25日

アイエックス・ナレッジ株式会社  

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 高 田  重 幸  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 神 谷  英 一  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるアイエックス・ナレッジ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月３１日までの第30期事業年度の中間会計期間

（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、アイエックス・ナレッジ株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

  が別途保管しております。 
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１【提出理由】 

 平成19年12月25日に提出した第30期中（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）半期報告書の記載事項の一

部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

１ 中間連結財務諸表等 

（１）中間連結財務諸表 

注記事項 

（中間連結損益計算書関係） 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿＿＿線を付して表示しております。 



第一部【企業情報】 

第５【経理の状況】 

１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

注記事項 

（中間連結損益計算書関係） 

（訂正前） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 61,590千円 

給料手当 327,728千円 

賞与 106,189千円 

退職給付費用 42,180千円 

貸倒引当金繰入額  17,800千円 

役員報酬 99,313千円 

給料手当 344,642千円 

賞与 139,628千円 

退職給付費用 51,189千円 

役員報酬 131,070千円 

給料手当 590,706千円 

賞与 197,812千円 

貸倒引当金繰入額  21,000千円 

役員賞与引当金繰入額 7,850千円 

退職給付費用 81,159千円 

※２．固定資産廃棄損の内訳は器具備品の除

却によるものであります。 

※２．固定資産廃棄損の内訳は次のとおりで

あります。 

※２．固定資産廃棄損の内訳は器具備品の除

却によるものであります。 

  建物及び構築物 889千円 

器具備品及び車両運搬

具 

275千円 

建物解体工事費用 2,400千円 

 

※３．減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社及び連

結子会社は以下の資産について減損損失を計

上しております。 

 当社及び連結子会社は、賃貸不動産、遊休

資産及び保養所等の不動産については個別物

件単位、その他の事業用資産については管理

会計上の事業区分を資産グループとし、継続

的な地価の下落により減損の兆候があると認

識した資産について、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しております。 

 なお、資産の回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、第三者による合理的に

算定された市場価格に基づき評価しておりま

す。 

場所 用途 
種類及び減損損失

の内訳 

神奈川県 

足柄下郡真鶴町 
遊休  土地 8,800千円 

 ※３．     ────── ※３．減損損失 

 当連結会計年度において、当社及び連結子

会社は以下の資産について減損損失を計上し

ております。 

  当社及び連結子会社は、賃貸不動産、遊休

資産及び保養所等の不動産については個別物

件単位、その他の事業用資産については管理

会計上の事業区分を資産グループとし、継続

的な地価の下落により減損の兆候があると認

識した資産について、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しております。 

 なお、資産の回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、第三者による合理的に

算定された市場価格に基づき評価しておりま

す。  

場所 用途 
種類及び減損損失

の内訳 

神奈川県 

足柄下郡真鶴町 
遊休  土地 8,800千円



（訂正後） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 61,590千円 

給料手当 314,738千円 

賞与 106,189千円 

退職給付費用 42,180千円 

貸倒引当金繰入額  17,800千円 

役員報酬 99,313千円 

給料手当 333,962千円 

賞与 139,628千円 

退職給付費用 51,189千円 

役員報酬 131,070千円 

給料手当 567,036千円 

賞与 197,812千円 

貸倒引当金繰入額  21,000千円 

役員賞与引当金繰入額 7,850千円 

退職給付費用 81,159千円 

※２．固定資産廃棄損の内訳は器具備品の除

却によるものであります。 

※２．固定資産廃棄損の内訳は次のとおりで

あります。 

※２．固定資産廃棄損の内訳は器具備品の除

却によるものであります。 

  建物及び構築物 889千円 

器具備品及び車両運搬

具 

275千円 

建物解体工事費用 2,400千円 

 

※３．減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社及び連

結子会社は以下の資産について減損損失を計

上しております。 

 当社及び連結子会社は、賃貸不動産、遊休

資産及び保養所等の不動産については個別物

件単位、その他の事業用資産については管理

会計上の事業区分を資産グループとし、継続

的な地価の下落により減損の兆候があると認

識した資産について、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しております。 

 なお、資産の回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、第三者による合理的に

算定された市場価格に基づき評価しておりま

す。 

場所 用途 
種類及び減損損失

の内訳 

神奈川県 

足柄下郡真鶴町 
遊休  土地 8,800千円 

 ※３．     ────── ※３．減損損失 

 当連結会計年度において、当社及び連結子

会社は以下の資産について減損損失を計上し

ております。 

  当社及び連結子会社は、賃貸不動産、遊休

資産及び保養所等の不動産については個別物

件単位、その他の事業用資産については管理

会計上の事業区分を資産グループとし、継続

的な地価の下落により減損の兆候があると認

識した資産について、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しております。 

 なお、資産の回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、第三者による合理的に

算定された市場価格に基づき評価しておりま

す。  

場所 用途 
種類及び減損損失

の内訳 

神奈川県 

足柄下郡真鶴町 
遊休  土地 8,800千円


